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Ⅰ　はじめに

1　危機管理学とは

日本大学危機管理学部は、創設から10年を迎えた。この10年間、社会では多くの災害、事件や

事故が発生してきた 1。こうした多様な危機の発生を背景に、危機管理学もまた進化を続けてきて

いる。

危機管理学は、法学，政治学，社会学，心理学などからなる複合的学問分野である。危機管理学

は、現代社会の多様な危機に対処するための幅広い知識と実践的な能力を培う学問である。日本大

学の教育理念である「自主創造」を根幹とし、危機管理学部では、グローバル化した現代社会を取

り巻く様々な危機と向き合い、人々の生命や生活を守る強い信念と高い志を基に、リーガルマイン

ド（法を用いて紛争や問題を解決する能力）とリスクリテラシー（危機管理能力）とを融合させた

学識をもって主体的に行動し、日本の秩序の維持と国民の安全、さらには世界の平和の実現に向け

て問題解決を実践する人材、すなわち「危機管理パーソン」を養成することを目的としている 2。

そして、危機管理学は、自然災害や大規模事故、治安問題、国民保護、国際安全保障、公衆衛

生、情報セキュリティといったハザードへの対処法として危機管理を構築する学問であるとする 3。

さらに近年では「戦争や自然災害、パンデミックにおいて人々の命を守るだけでなく、人々の人権

や自由、幸せな生活を守るためには、その基盤となる「ヒューマニズム (人道主義 )」や「ダイ

バーシティ(多様性 )」といった倫理や規範というものが不可欠であり、それらの価値を守るために

は「コンプライアンス」や「ガバナンス」を平常時から社会の中で確立して」いかなくてはならな

くなった。これらの価値をめぐるトラブルは、テレビ局や芸能界でも、自治体の行政においても、

一般企業においても、繰り返し起き続けて」4おり、これらのことに対処するために、「新しい危機

管理学」を位置づけた。

危機管理学における憲法学の意義

－憲法学の課題と今後について－
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2　憲法学とは

このような複合的学問分野である危機管理学の軸の一つとして法学があり、その中でも憲法学が

危機管理学にどのように関連し、寄与するのか。憲法は、国家の基本法とされ、その国家の基軸と

なるルールを定める法規範であり、国民の権利や自由（いわゆる人権）、国家機関の組織や権限

（統治）を定めているものである。端的に言えば、国家運営の基礎となる事項を定める法規といえ

る。そして、この憲法に関する歴史、解釈、適用、改正の可能性などを研究し、法的な視点から憲

法がどのように機能するのかを考察するのが、憲法学である。このように憲法学を定義するなら

ば、危機管理学において憲法学の役割は、憲法上の人権規定や国家機関の組織や権限に関する規定

を危機的状況 5において、どのように解釈し適用していくか、あるいは憲法を頂点とした秩序（法

治国家体制・法の支配）を維持するためにどのような作用（国家緊急権）が必要となるのかなどを

研究するものといえる。特に人権との関係では、危機的状況における対応の中で、人権保障を制限

することがある。その場合、危機対応するために行政を中心に法令に基づき権力行使が行われる。

それはすべて危機的状況における「公共の福祉」を実現するためである。これを実現するために、

人権の制限を正当化できるのか、公共の福祉を実現するためにどの程度の制限が可能なのかを明確

にする、つまり、この「公共の福祉」は国家権力の発動の正当性を問うための原理 6であり、それ

を探求するのが、憲法学といえよう。

3　本稿の目的

本稿の目的は危機管理学における憲法学の意義について論じることにある。危機管理学部では、

いつ発生するかわからない危機的状況に対応できる人材、すなわち「危機管理パーソン」の育成を

目的としている。このような教育目標に照らして、憲法学においては「国家緊急権」が危機対応の

議論の中心となる。しかし、現実に直面する可能性のある緊急事態に備えるためには、憲法改正を

伴う国家緊急権を論じる以前に、現行憲法で保障される個人の尊厳を基本とする人権への意識とと

もに、憲法の枠内でどのような対応可能かを検討することが重要であり、本学部の目指す「危機管

理パーソン」にとって基本になるスキルとなる。例えば、わが国における危機的状況として、新型

コロナウイルス感染症（以下、新型コロナとする。）のまん延があげられる。この状況に対して、

現行憲法下では、国会（立法）が制定した新型インフルエンザ等対策特別措置法や感染症法などに

基づき、行政が人権と公衆衛生のバランスを考え、対応・対策を実施してきた。特に新型インフル

エンザ等特別措置法5条では「国民の自由と権利が尊重されるべきことに鑑み、新型インフルエン

ザ等対策を実施する場合において、国民の自由と権利に制限が加えられるときであっても、その制

限は当該新型インフルエンザ等対策を実施するため必要最小限のものでなければならない」と規定

され、対応する中で人権が制限される場合は「必要最小限」でなければならないとされている。こ

こでいう、人権は「営業の自由」や「移動の自由」を指し、行政が実施する感染症対策のためにこ

れらの権利や自由（人権）が制限され、その正当性が議論された 7。
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新型コロナ以外にも国家や企業組織などを揺るがす危機的な状況に対処する措置は、憲法上の権

利や人権を不当に制限し、これらを不当に国民から奪っていないのか（憲法11条）、あるいは憲法

によって国民から授権された権力を立法や行政が適切に行使し、必要で最小限に抑えられている

か、そして権利や人権を制限することで、国民の生命や安全を守り、今後も保障される人権や権利

を最大に尊重しているのか（憲法13条）。権力が実施する制限と授権のバランスを考える必要があ

り、特に危機的状況における権力行使に基づく人権制限が「必要最小限」であるかを解明するのが

憲法学の意義といえるのではないだろうか。さらに、現代社会では、個々人が「ヒューマニズム

（人道主義）」や「ダイバーシティ(多様性 )」といった倫理観や規範意識をもつことが不可欠であ

り、憲法が保障する人権への意識が重要となってきている。そのため、危機的状況に対処する者は

憲法に基づく権力行使が求められ、倫理観や規範意識のもと「必要最小限」を判断し、人権制限を

行う際にはその正当性を主張できることが極めて重要となる。

以上のことから、本稿では危機管理学と憲法学の関わり、憲法学による危機管理学の現在と今後

の発展の可能性について、適切な公権力行使と人権制限を扱う「行政ガバナンス」を中心に、憲法

学の課題と今後、そして研究教育について検討する。

Ⅱ　危機管理学と憲法学の関わり

1　危機管理学と憲法学

危機管理学は、法学、社会学、心理学などの複合的学問分野であり、危機管理学部はさまざまな

社会的危機に柔軟かつ的確に対応できる人材の育成を目的としている。つまり、危機や緊急事態に

対処するための学問であり、被害を最小限にいかに抑えるかを研究するといえる。日本は災害大国

であり、古くは貞観地震（869年）があり、江戸時代には房総半島沖で発生した元禄地震（1703

年）、近現代では関東大震災（1923年）、阪神・淡路大震災（1995年）、東日本大震災（2011

年）、熊本地震（2016年）、能登半島地震（2024年）があり、地震が繰り返されている。また、台

風や豪雨などの自然災害も毎年のように発生している。災害以外にも、近年では社会の安全を脅か

すテロ行為、情報漏洩やサイバー攻撃、ロシアによるウクライナ侵攻、イスラエルによるガザ地区

侵攻などの情勢、さらに中国による台湾有事や海洋進出など、日本国の存立や国民の安全を脅かす

可能性のある状況でもある。

このように日本では、歴史的に繰り返される自然災害などの危機、日本を取り巻く環境の厳しさ

に対して、危機管理体制の不備が指摘されている 8。福田充教授によれば、その原因は、わが国に

危機管理能力を備えた人材が不足しているためである 9。そして日本の政府や官庁、自治体、企業

などで危機管理の実践を担える人材を養成することが急務であり、危機に対応するシステムなど研

究をする必要があり、そこで生まれたのが「危機管理学」ということになる 10。

一方で、法学とは法を対象とし、理論法学と実践法学がある。特に危機管理学においては後者に
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重きを置き、現行法の解釈（解釈法学）を基本とし、具体的な事件や出来事に対して法的論拠と推

論によって法的解決の正当性を論証するものである 11。特に危機や緊急事態へ法的に対処すること

は正当化できるのか否かの法解釈を研究することにある。これが危機管理学における法学の意味と

いえるであろう。法学の中でも、憲法学はその対象を憲法とし、社会での具体的事件や事象に対し

てどのように憲法を解釈していくべきかを研究するものである。憲法は国家の基本法といわれ、国

家運営の基本構造である統治機構の仕組みを定め、その権力行使に関する基本ルール（授権規範）

である。そして憲法は国民の権利や人権を保障し、授権された権力によって権利や人権が奪われ、

侵害されないように制限するためのルール（制限規範）でもある 12。近代以降の憲法は国民の信託

に基づき国家統治の枠組みを定め、国民生活の基本といえる人権を保障する法規範である。だから

こそ、憲法（典）は他の法令と違い、最高法規とされている。

日本国憲法もこのような歴史的・理論的背景を有する法典であり、統治機構である国会、内閣、

裁判所はそれぞれ国民から信託された権力（立法、行政、司法）を行使する。この権力行使の一環

として憲法で保障されている人権を制限する。そして、このための正当化根拠として、憲法13条

などで規定される「公共の福祉」がある。憲法学はこの「公共の福祉」がどのようなものであるか

を研究し、検証する必要がある。どのような事態においても立憲主義や憲法秩序の維持が重要であ

り、国民から信託を受けた統治機構をどのように維持し国家を保たせるか、そして国家を維持する

ことは国民の生命や人権保障を守ることである。そのためには、統治機構を維持し、国民の生命や

人権を守るために必要な制限する。そのような場合、人権に対する意識（個人の尊厳や各人権の保

障内容の理解など）をもち、適切な権力行使と危機的状況での「公共の福祉」を研究するのが、危

機管理学における憲法学の意義であり、危機管理学への貢献といえるであろう。

例えば、前述の新型コロナが感染拡大する中での経済活動の制限などの権利や人権が制限された

ことなどがあげられる。ドイツでは、新型コロナ対策として、国民の行動を広範かつ強力に法律に

よって制限した。その法律とは、感染防止法（Infektionsshutzgesetz）28条 13と32条 14である。

これらにより、条文に明記された基本権を制限することを連邦やラントの行政府に認めた。この法

律では、ドイツ基本法で保障されている基本権のうち個人の自由（基本法2条2項2文）、移動の自

由（11条1項）、集会の自由（8条）、住居の不可侵（13条1項）などを明記したうえで、制限を認

めている。実際に同法で定められた措置を行った結果、国民の自由は大きく制限されることになっ

た。その結果、基本権の制限に対する違憲性を訴える訴訟（憲法異議）が多く提起されることにな

る 15。その中には、違憲と判断されたものもある 16。

この憲法異議の中で注目すべきは、連邦憲法裁判所が述べているが、上記の措置や命令は、基本

法2条2項「何人も、生命に対する権利および身体を害されない権利を有する」を国が原理的に保

護することを義務づけられているとする点である。基本法は生命および身体を害されない権利を保

護する義務を国に認め、感染拡大防止という社会公共のために感染防止法に基づく措置や命令に

よって国民の基本権制限を認めている。
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基本法2条2項について、日本国憲法でも類似の規定が存在する。それが憲法13条である。憲法

13条は「すべて国民は、個人として尊重される。生命、自由及び幸福追求に対する国民の権利に

ついては、公共の福祉に反しない限り、立法その他の国政の上で、最大の尊重を必要とする。」と

規定し、基本法と同様に「生命」について国政は最大の尊重をしなければならない。その点におい

て、国政（国民から授権された統治機関）は国民の生命を害しないように尊重（保護）する義務を

有するともいえる。

2　危機的状況と憲法

そこで、憲法が危機的状況にどのように関わっていくのか。まず、憲法は通常は適切な権力行使

を定め、権力が濫用され国民の権利や人権を侵害しないように監視し（憲法尊重擁護義務、基本的

人権の尊重など）、侵害された場合はこれを回復する（違憲審査制）ために作用する。これを実践

するため憲法学では権利や人権を制限する場合、憲法違反になるかどうかの違憲審査の基準を中心

に研究が進められ、また権力の授権や行使の在り方（社会契約や濫用の禁止）は、抑制的・制限的

に考えられてきた。近代立憲主義憲法は「個人の権利・自由を確保するために国家権力を制限する

ことを目的」17とし、「国家は国民生活にみだりに介入すべきではないという消極的な権力観を前

提」18としている。

しかし、危機的状況においてはこのような従来の立憲主義または憲法に対する考えとは異なる視

点を意識しなければならない。そもそも危機管理学は、「多様な危機の中でも、これまでの法学や

政治学、経済学、社会学などの従来の社会科学がカバーしきれなかったハザード」19を研究対象と

する学問である。したがって、憲法学も従来とは異なる意識や視点を持つ必要がある。そこで、異

なる意識とは、危機的状況での適切な権力行使とコントロール、そして国民の人権・権利の享有を

侵害しない、言い換えればこれらを奪ってはならないことを前提としたうえで、奪わない限りにお

いてその保障をどこまで制限できるか、という積極的な権力観も必要であるとする点ではないか。

危機的状況においては、人権制限を伴う可能性がある場合、いざというときの措置はできるだけ迅

速にする必要がある。

また他方で、例えば、東日本大震災の際に災害緊急事態を布告しなかった理由について、当時の

内閣府政策統括官（防災担当）付参事官小滝晃氏は、災害対策基本法109 条に定める措置の必要

性や国会が開会中だったことに加えて、「国民の権利義務を大きく規制するという非常に強い措置

であるといったことも踏まえて適切な判断が必要なものではないかと」と答弁している。強い措置

の必要性と同時に、人権への意識が見て取ることができる 20。ただ一方で「非常に強い措置」であ

るがゆえに、権力行使を躊躇してしまい、危機的状況に対応できないことも生じることもある。そ

のためにも憲法は制限規範であるばかりでなく、国民の信託によって授けられた国家権力行使を定

めている授権規範でもあるという意識が必要となってくる。つまり、憲法13条の存在意義がます

ます重要となってきている。
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そもそも憲法13条は、そもそも抽象的権利であり、初期判例では、憲法13条を他の明文規定

（例：憲法31条の適正手続など）との関係で補完的に言及される傾向が強かった 21。その後、現代

では新しい人権の根拠として機能している。さらに憲法13条は個人の尊厳を最高価値とし、国家

の活動（国政）がそれに従うべきことを示す規範的原理ともいえる。つまり危機的状況における国

家の活動においても個人の尊厳という最高の価値を軽視せず、国政の指針となり、それをもって危

機的状況に対応し、そして個人の尊厳や人権を奪うことがないようにすべきであると考えられる。

3　公共の福祉とは

「公共の福祉」とは多数の個々の利益が調和したところに成立する全体の利益、又はそれを超

え、制約する機能を持つ公共的利益あるいは社会全体の利益を指すといわれ、基本的人権その他の

諸権利の制約要因として法令上用いられているが、その内容は抽象的なものである 22。ただ、日本

国憲法における「公共の福祉」は通常、公共の福祉の実現のために行われる。そして、権力行使に

よる人権制限の妥当性は、比較衡量によって判断されている。

比較衡量は、多くの判例で権利や人権を制限する法律の目的とその目的を実現する手段（目的・

手段審査）という形式で合憲性審査で用いられている 23。そして、単に目的が正当であるだけでは

足りず、手段とのバランスが取れているか、比例原則を適用して審査する。比例原則による審査の

際には「合理性」や「必要性」が用いられ、「比例原則の思考という基礎づけを与え、権利の重要

性や制約の重大性により審査の密度を高めていこう」24としている。そして、表現の自由（集会の

自由）といった自由権を制限する場合などは、制限する目的が「相当な蓋然性」を必要とし、手段

については「必要かつ合理的な範囲内にとどまるべきものと解する」25として、その目的実現のた

めに、必要とされるもの以上の手段になっていないか審査している判例が多くある。これは単なる

「合理性」や「必要性」を審査するのではなく、それぞれを厳しく審査することを意味し、「厳格

性」と「必要最小限」というものを読み取ることができる。

他方で、危機的状況における人権への制限を審査する場合の比較衡量では、つねに「生命」と

「安全」が比較対象となる。そのため、国民の権利・人権の制限は安易に正当化され、制限が常態

化する可能性が高い。結局、これによって人権を奪うことにつながり、憲法13条などに反するこ

とになる。しかし他方で、権利や人権を制限しなければ「国民の生命」「国民の安全」を守れない

ため、権力行使によってその保障を制限せざるを得ない。この国民側と権力側の事情がぶつかるた

め、そのバランスは従来の判例における比較衡量などとは異なり、常に生命や安全を守ることが公

共の福祉とされ、前述のように「必要性」と「合理性」を判断する際に国民の生命と安全を守るこ

とこそが危機や緊急事態において必要であり、やむを得ない（最小限）ものである限り、合理的で

あると判断されることになるだろう。危機管理学における憲法学の意義は、危機的状況における権

力行使と人権制限のバランスを考えること、特に個人の尊厳に立脚した人権への意識を前提に、何

が真の公共の福祉になるのか、つまり国家の行為（権力行使）が国民の生命と安全の維持・確保に
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真に役に立つものなのか、この時の危機的状況においての「必要最小限」、やむを得ないもので

あったのか、それとも行き過ぎた権力の行使（権力の濫用）になるのかを研究することである。

Ⅲ　危機管理学における憲法学の課題

1　危機管理学と憲法学の違い

一般的に立憲主義は、市民革命の結果、個人権利や自由を確保するために国家権力を制限するこ

とを目的とする。近代立憲主義は近代以前の人による支配から法の支配を確立するためのものであ

り、個人の人権保障を確保するためのものである。近代以降、芦部教授が上記で述べているよう

に、国家は国民生活にみだりに介入すべきではないという消極的な権力観を前提 26としている。

他方で危機的状況から国民の生命や安全を守るために強い措置が必要とされているにもかかわら

ず、過度に行き過ぎた人権制限に対して慎重になり、強い措置による規制を躊躇してしまう恐れも

ある。危機管理、特に防災においては「プロアクティブの原則」というものがある 27。この原則は

「疑わしいときには行動せよ」、「最悪事態を想定して行動せよ」「空振りは許されるが見逃しは許さ

れない」の３つの考え方をいう。最悪の事態に備えて、まずは厳しく規制を行い、状況に応じて

徐々に緩和をしていく 28。強い制限から弱い制限へ、つまり「大から小へ」「強から弱へ」という

ことになる。これを危機管理の基本と捉えると、国民保護法をはじめ多くの危機管理に関する現行

法、例えば、前述の新型インフルエンザ等特別措置法５条、国民保護法において人権制限は「必要

最小限」29が求められており、はじめから制限・規制が抑制的なものとなる。危機管理上、必要と

なる対応と憲法上の公共の福祉による人権制限の考え方と真逆ともいえるであろう 30。

2　「公共の福祉」の理論的構成

このような公共の福祉の考え方と危機管理との融合が課題となる。確かに危機的状況において、

国民の生命や安全を守ること＝公共の福祉と解するならば、憲法が保障する人権と公共の福祉の実

現をバランスよく考える必要がある。少なくとも現在の憲法学の前提となっている人権制限に関し

ては、立憲主義の考え方に従い、抑制的かつ制限的な権力行使ととらえている。それが前述のよう

に国民保護法など各法律に明記されている「必要最小限」という言葉に現れている。

一方で、学説においても人権制限に関しては、精神的自由権、特に表現の自由では厳格な審査が

求められており（二重の基準論）、精神的自由に対する制約には「やむにやまれぬ利益（compel-

ling interest）」と「必要最小限の手段（least restrictive means）」を要求する。また経済的自由

権の制限に関しては、必ずしも「必要最小限」が求められているとは限らないが、目的と手段の合

理的関連性を求めている 31。そして、経済的自由権は精神的自由権に比べて制限しやすい人権であ

るといわれている。一般的に経済的自由権に関する人権制限は、規制目的二分論であり、国民生

命・安全の保護と秩序の維持を目的とする場合（消極目的規制）と弱者保護、社会福祉のための社
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会政策的目的とする場合（積極目的規制）、規制することができる。そして前者の制限を審査する

場合は、違憲になる可能性もある厳格な合理性の基準となり、後者の制限をする場合は違憲になり

にくい明白性の原則を基準としている。つまり、合理性や明白性を求めるもので、精神的自由権に

比べて容易に制限することができる。しかし、経済的自由権であっても制限する目的や手段が過度

である場合や不合理な場合には違憲となる。

判例においては、人権制限に関して制約される人権の性質、制約の態様、目的の重要性などを総

合的に比較する比較衡量を中心に事案ごとに内容を精査し判断している。例えば、精神的自由権の

表現の自由に含まれる国家公務員の政治的行為の制限に関する猿払事件 32では、制約の目的が正当

であり、手段が目的達成に合理的に関連しているかが問われた（合理的関連性）。拘置中のメン

バーが新聞記事の閲読（知る権利）を制限されたことが争点となったよど号ハイジャック事件 33で

は、表現が社会的害悪をもたらす相当の蓋然性がある場合のみ制限できるとした 34。また、経済的

自由権についても「LRA原則（Less Restrictive Alternative【より制限的でない他の手段】）」の

厳格な基準によって審査される。例えば、薬局の開設場所について距離制限を設けた薬事法違憲判

決では、不良医薬品の供給防止という目的は、距離制限によらなくとも、立入検査の強化など他の

より緩やかな規制手段によって達成できるとして、違憲と判断した。これらの判例が意味するとこ

ろは、人権制限に関しては抑制的に考えられているということである。人権制限をする際には事案

ごとに審査され、その制限を正当化するとしても目的と手段において比較衡量がなされ、さらに限

られた場合となっている。

このような憲法学の思考は、危機管理学とは対極的な発想であり、両者は相容れない学問領域な

のだろうか。しかし、危機管理学は戦争や災害といった危機状況において人々の命を守るのみなら

ず、人権・自由・幸福な生活を守ることを目的とする。そのためには、ヒューマニズム（人道主

義）やダイバーシティ（多様性）といった倫理・規範が不可欠である。この点において、憲法が基

本理念とする個人の尊重や人権保障の考え方と一致している。

したがって、国民の命や安全のためといえども、無制限に人権を制限できるわけではないという

点で、憲法学と危機管理学は共通の立場を有するといえる。一方で、「強から弱へ」「大から小へ」

といった発想を基本とする危機管理学と、人権制限を極めて抑制的に考える憲法学との間には、危

機的状況下における人権制限の措置の程度において立場の違いが見られる。したがって、憲法学が

危機管理学の基盤であるとすれば、平時以外の状況における「公共の福祉」、すなわち危機的状況

での公共の福祉について新たに考察する必要がある。特に、危機的状況における公共の福祉による

人権制限の際の「必要最小限」とは何か、最小限とはいえ、平時の最小限とは異なるものと考える

べきである。とはいえ、公共の福祉は「広範かつ程度も強くなりがちな人権制約を正当化するだけ

の「万能性」は与えてこなかった」35といえ、万能性を否定しつつ、危機管理学と憲法の基本理念

が一致しているのであれば、その危機的状況における「必要最小限」とは何か、平時とは異なる

「必要最小限」を追求していく積極的な視点が、現段階における危機管理学における憲法学の課題
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といえる。

Ⅳ　危機管理学における憲法学の今後

1　国家緊急権と憲法学の再構築

（1）国家緊急権に関する議論

このような憲法学と危機管理学は、近づくことができるのだろうか。ひとつ指摘できるのは、憲

法学における人権制限の正当化根拠である「公共の福祉」が、基本的に「平時」を前提として構築

されていることである。一方、危機管理学は「非平時＝危機的状況」を前提に研究される学問である。

危機管理学は、事件や事故、災害など危機的状況が起きるたびに変わり続け、常に変化をしてい

く学問領域であるといえる。この危機管理学の究極の目的は人々の命と安全を守ることにある。そ

のためには、迅速な対応が求められる一方で、憲法が保障する人権が制限される可能性がある。そ

こで、憲法学で一般的に国家緊急権の議論となる。憲法に国家緊急権を導入すべきか否かを中心に

考える。国家緊急権は小林直樹教授によると「広義の国家緊急権は、国家及び基本法秩序（ひいて

は国民生活全体）の維持・存続を脅かす重大な非常事態に対処するため、一時的に平時法制を超え

た権限を政府（および /または軍事部）に委任し、これに特別措置を可能ならしめる場合の例外権

力」36とされ、現行憲法における国家緊急権規定の欠如をめぐって、これを憲法の欠缺とみるの

か、積極的に排除ないし否認したものと見るのか、また容認しているのかという3つの学説がある 37。

欠陥説では、大西芳雄教授が「日本国憲法は非常事態に関してはまったく無関心の態度をとってい

るかのごとくに見える」とし、「平常時の国家権力の組織と方式で充分処置しきれないような非常

事態の可能性が、必ずしもまったく否定できないにも」かかわらず、日本国憲法上にこのような規

定を置かないのは、法の欠陥であるとする 38。否定説では小林直樹教授が「緊急権は無批判に乗ず

る危険な刃として、有害な作用をもちうる蓋然性が、きわめて大きいとみておくべきであろう」と

し、「わが国での緊急権の制度化は、損益計算表のうえでは、むしろ大きなマイナスをしるすと思

われる」39とし、立憲主義の観念からして、明文で規定されていない場合に、憲法に先立つ国家そ

れ自体に内在する権限は存在しないとしている。さらに、現行憲法の下でも緊急事態において必要

な措置をとりうると主張する者もいる 40。このように、憲法学では今後国家緊急権や緊急事態条項

の是非を議論し、そのための研究を進めていかなければならない。

（2）高度の公共の福祉

従来、憲法学では前述のように危機的状況と憲法の関係は国家緊急権の議論が中心となり、危機

的状況において立憲主義や憲法秩序を維持し、国民の人権や権利を守るかを研究してきた。しか

し、この議論には憲法改正を含むため、たとえ現行憲法下でも国家緊急権（不文）を発動できると

する考え方があるとしても、そのための法整備を必要とする。さらに国家緊急権の議論は長年議論
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すらタブー視されていたこともあり、停滞している状態である 41。

とはいえ、災害やテロ、武力衝突はいつ発生するかわからない。そのため、危機的状況に対し

て、現行憲法やその憲法に基づく法律などで何ができるのか、を中心に議論を進めていくべきであ

る。そのためには、まず、立憲主義とは国民の権利を守るための権力制限という側面ばかりでな

く、危機的状況においても適切に権力行使ができるために、国民は統治機構に権力・国政を信託し

ている以上、適切な行使と統制のバランスが重要であるという認識を持つべきであろう。それに基

づき、憲法学は現在の「公共の福祉」の解釈を中心に、新たな「公共の福祉」の考え方の違いを認

識すべきである。

現在の憲法解釈は平時を前提としているものであり、危機的状況を前提としているわけではな

い。そのため、公共の福祉による人権制限の正当化理由は判例で積み上げられてきたとはいえ、そ

れをそのまま危機的状況下で行われた人権制限の正当化審査に用いることができないのではないの

か。例えば、武力攻撃事態のような危機的状況において人権を制限する正当化根拠として、「高度

な公共の福祉」という考え方が挙げられる。まず、人権の保障制限について政府では「公共の福祉

の内容や制約の可能な範囲につきましては立法の目的等に応じて具体的に判断されなければならな

い」42（宮崎礼壹内閣法制局第1部長の答弁）とし、さらに武力攻撃事態等による制限については

「武力攻撃事態への対処のために国民の自由と権利に制限が加えられるとしても、国及び国民の安

全を保つという高度の公共の福祉のため、合理的な範囲と判断される限りにおいては、その制限は

憲法第13条等に反するものではない」43とする福田康夫内閣官房長官の答弁がある。ここで使わ

れている高度な公共の福祉とは、国及び国民の安全を保つものとされ、他人の権利などの保護、社

会公共の秩序維持など従来言われている公共の福祉とは異なる次元のものといえるのではないだろ

うか。つまり、武力攻撃事態はその時点ですでに平時ではなく、危機的状況であり、他人の権利と

の衝突調整による保護、社会公共の秩序維持などによる人権制限とは次元の異なるものであるとい

える。

ここでいう公共の福祉とは、国家があらゆる状況下において国民の生命および安全を確保するた

めに最大限の努力を尽くすというものである。特に、武力攻撃事態等のように危機的状況において

は、憲法で保障される人権や自由が一定程度制限される可能性がある。このような制限の正当化根

拠として、「高度の公共の福祉」という概念が位置づけられる。危機的状況における人権制限を伴

う措置を正当化する「高度の公共の福祉」は、従来のこれと異なり、「必要性」と「時限性」が求

められる。今この時点で危機的状況にとって必要なものかどうか（必要性）でその正当性を判断す

べきである。さらに、前述のように危機管理における措置は、強い制限から弱い制限へ、つまり

「大から小へ」「強から弱へ」とするのであれば、当然その措置の効力は次第に弱くなっていく、時

限的なものということになる（時限性）。ドイツにおける新型コロナに関する措置に関して、連邦

憲法裁判所は「国家は基本法第 2 条第 2 項に従い、生命および身体的完全性の基本権に従って保

護する義務を負っている」と前述の判例と同じことをいい、その上で宗教の自由（基本法4条）は
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現在のところ、生命と健康の保護のために劣位に置かれている」44とした。「現在のところ」とい

う点で、時限的なもの（時限性）であり、その状況のその時点において必要なもの（必要性）であ

ると読み取ることができる。

この場合、日本においても違憲審査における判断基準は、平時における「厳格性」や「必要最小

限性」といった抑制的・制限的な視点に基づきつつも、国民の生命と安全を守るために必要かつ合

理的な範囲で、しかも時限的なものであるとして、措置による制限が容認されるべきであるという

積極的な視点が求められる。とはいえ、このような基準の緩和は、国家による権利制限の範囲を拡

大させる可能性を孕んでおり、権力行使の適切性が失われ、結果として人権侵害が生じ、憲法違反

に至る危険性も否定できない。しかしながら、憲法違反の懸念から国家が権利制限に対して過度に

慎重な姿勢を取ることは、かえって国民の生命と安全を脅かす結果を招きかねない。したがって、

「高度の公共の福祉」が正当化根拠となる危機的状況においては、平時とは異なる基準、少なくと

も状況に比例して「必要最小限」の基準は平時とは異なることを認識して、適用されるべきであ

る。危機的状況に応じた比例原則のもと、とくに「必要性」と「時限性」を中心に違憲性を判断す

べきといえる。

また、「高度の公共の福祉」は危機的状況における正当化根拠になるが、正当化理由は公共の福

祉の具体的な内容や目的、それに対する制限の程度、緊急性などを総合的に勘案して、その必要性

を具体的に検討するとされる。つまり、これは比較衡量ということになる。国民の生命や安全の確

保という具体的内容が高度の公共の福祉となり、正当化理由になる。そこでは人権制限が国民の生

命や安全確保のために必要不可欠なのか（必要性）、そしてこの時点での状況に応じた程度であ

り、時間を区切ることを含んだ措置で妥当なものであるのか（時限性）、これと制限の対象となる

人権の性質や人権を奪うことにならないのか、を比較衡量することになる。危機的状況に比例する

と、その対応や措置は強力になることが多くなる。その上で妥当なものか判断すべきである。

そして、このような状況下において、まずは権力行使をする側の人権に対する意識の確立が必要

となる。そして、国家権力の行使が憲法の枠内に収まっているか否かを判断する制度として、裁判

所に違憲審査権を与えていることの意義は極めて大きい。違憲審査制は、立法・行政による人権制

限が憲法に適合しているかを司法が客観的に審査することで、憲法の最高法規性を担保し、人権や

権利の保障を確保する役割を果たす。特に危機的状況においては、国家の判断が迅速かつ強力にな

る一方で、憲法の理念が軽視される危険性が高まるため、危機的状況が収まった後の違憲審査制の

機能は一層重要性を増すといえる。ただ、あくまで違憲審査権の行使は事後的に行われるものであ

り、事前に権力暴走を招かないためにも人権教育、人権に対する意識の向上が求められる。

2　危機対応と憲法学の役割

現代社会において、感染症の蔓延、自然災害、武力攻撃、テロなどの危機的状況は、国家に対し

て迅速かつ柔軟な対応を迫るものである。しかし、こうした危機的状況においても、憲法秩序の維
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持と人権・権利の保障は決して軽視されるべきではない。人権制限を正当化する「公共の福祉」は

万能なものではなく、むしろ、危機的状況における国家権力の行使こそ、憲法による厳格な統制と

正当化が求められる場面である。もし行き過ぎた危機的状況への対処であった場合、そもそもこの

対処の根拠となる法律に問題があれば、国民の権利を奪うことになり、違憲審査の結果、憲法12

条や13条などに反することになる。そのため、憲法による統制を確実なものにするために、違憲

審査権（憲法81条）が緊急事態における基本的人権との調和にとって重要な存在となる。

特に、平時とは異なる危機的状況においては、国民の生命・身体の安全を守るという国家の根本

的責務が前面に出る。すなわち憲法13条の実現こそが重要となる。危機的状況における公共の福

祉は、個人の権利に対する一定の制約が、公共の安全や社会全体の利益を守るために正当化され得

ることを意味する。しかし、通常はその正当化は無制限ではなく、LRA原則および比例原則に基

づく厳格な審査などが不可欠である。すなわち、国家が人権や権利を制限する場合には、その目的

が正当であることに加え、手段が必要最小限であり、かつ他により制限的でない代替手段が存在し

ないことが求められる。しかしこの人権制約の正当化基準（LRA原則、比例原則）は、平時を前

提としているため、危機的状況を前提にする場合、「必要最小限」という視点をもちつつ、その状

況に真に必要やむを得ない制限（必要性）であるのか、そして適切な時期に制限の緩和が行われる

か（時限性）、平時とは異なる基準のもと憲法13条の趣旨を実現するためのものかが重要となる。

また、危機的状況における国家行為は、単なる行政的判断にとどまらず、憲法による統制と正当

化を不可欠とする。これは、国家権力の行使が常に憲法の枠内でなされるべきであるという立憲主

義の基本原則に基づくものである。特に、緊急措置が一時的なものであるとしても、その正当性は

憲法的根拠（13条）に裏打ちされなければならない。

さらに、憲法13条が掲げる「個人の尊重」および「幸福追求権」の理念を実現するためには、

単なる理念的規定にとどまらず、制度的強化と政策立案のための枠組みとしての憲法の再評価が求

められる。すなわち、憲法は危機的状況においても個人の尊厳を守るための制度的基盤として機能

すべきであり、そのためには、立法・行政・司法の各機関が憲法の理念を具体的政策に反映させる

ことが必要である。

このように、危機的状況においては、平時とは異なる判断基準や政策的配慮が求められるが、そ

れでもなお、憲法の統制力と正当化機能を軽視することはできない。「高度の公共の福祉」のもと

で、人権と権利の保障と国民の生命と安全との調和を図る制度的枠組みの構築こそが、現代の憲法

理論に課された重要な課題である。

3　危機管理学部における憲法教育

危機管理学部では、グローバル化した現代社会において多様な危機と向き合い、人々の生命や生

活を守る強い信念と高い志を基盤に、リーガルマインド（法を用いて紛争や問題を解決する能力）

とリスクリテラシー（危機管理能力）を融合させた学識を備え、主体的に行動できる人材の育成を
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目的としている。こうした人材は、日本の秩序の維持と国民の安全、さらには世界の平和の実現に

向けて問題解決を実践する「危機管理パーソン」と位置づけられ、危機管理学部の目指す人材像で

もある 45。

この目的の達成において、憲法学は危機時における法的判断や人権保障の観点から、危機管理学

と密接に関係する重要な領域であり、学部教育の基軸の一つを担っている。社会的危機に柔軟かつ

的確に対応できる人材の育成には、人権・権利の保障と国民の生命・安全との調和を図ることが不

可欠である。また、国民から授権された権力を適切に行使し、必要に応じて人権を制限すること

で、国民の安全を守ることが求められる。その際、危機管理に携わる者自身が人権・権利に対する

深い理解と意識を持つことが重要となる。

日本国憲法には、緊急事態対応に関する明確な規定がほとんど存在せず、憲法54条2項に定め

られた参議院の緊急集会を除けば、危機的状況への対応は個別の法律に委ねられている。こうした

法律には人権制約を伴う措置が含まれる場合があり、その憲法的根拠として「公共の福祉」が用い

られる 46。

危機管理学部では、専門基幹科目「憲法と人権」と「立憲主義と統治 47」を通じて、人権の重要

性やその歴史的背景を講義し、人権の大切さ、人権を失った場合に取り返しのつかない事態になる

こと、取り戻すための大変さを理解したうえで、平時の判例理論であるLRA原則や比例原則に基

づく厳格な審査などの状況を学んでもらう。そして、これらを前提に、危機的状況において人権が

制限され得ることを理解させる。「公共の福祉」という概念について、人権ごとに判例理論や学説

を紹介し、判例に基づいて各人権の制限がいかに正当化されているかを明らかにする。その後、東

日本大震災などの自然災害、テロ、新型コロナによるパンデミック、武力攻撃事態、情報漏洩など

の事例を取り上げ、危機的状況下における「公共の福祉」の内容を検討する。それぞれの危機的状

況における措置を検証し、その措置が必要なものであるため、その人権制限は正当化されたのか、

そしてそれは時限的なものであったのか、を検証する。さらに、進んでそれぞれの状況でどこまで

制限することが可能であったか、「必要性」と「時限性」を中心に「高度の公共の福祉」の観点か

ら検討している。

危機的状況では、国家（特に統治機構）が国民の生命・自由・幸福追求の権利を守るために、一

定の人権制限を行う必要が生じる。このような状況下での「公共の福祉」は、「高度の公共の福祉」

とされ、その多くは国民の命と安全の確保を意味し、それを凌駕する価値は存在しない。この点に

おいて、「公共の福祉」概念は憲法上抽象的かつ曖昧であり、濫用や恣意的運用の危険性を孕んで

いる。国民の命と安全の確保を根拠にすれば、あらゆる人権が容易に制限され得るため、権力の暴

走を招きかねず、国民の人権が侵害される可能性が高まる。したがって、憲法秩序の保障と立憲主

義の維持のためには、危機的状況に対して立憲国家としていかに対応すべきかを慎重に検討する必

要がある。

一方で、人権制限の違憲性を過度に意識して何も対応できないようでは、国民の命や安全を守る
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ことはできない。憲法によって国民から適切に授権された国家機関が機能するのか、暴走しないよ

うにするにはどうすべきかを考えるため、危機管理学部では専門基幹科目に「立憲主義と統治」を

置き、立憲主義や国家運営である統治の基礎理論を理解させ、そのうえで国民の生命と安全のため

の適切な権力行使の確保と国家の維持を検討する。さらに、立法や行政が危機的状況下で行った法

律制定や措置の合憲性について、事後的に審査する制度としての違憲審査制について、その重要性

と国家運営の最後の砦であること学び、裁判所の役割に関する重要性を検証している。

このような観点から、危機管理学部における憲法教育では、「憲法と人権」「立憲主義と統治」両

科目を通じて、普遍的な価値としての人権に対する意識の向上と知識の取得のために、現在の判例

理論を中心に理解をさせ、そしてこれらの理論を中心に危機的状況の事例を取り上げ、「公共の福

祉」の解釈を事例ごとに検討する。比例原則やLRA原則などの審査基準との関係を整理し、人権

の存在や重要性を強く意識させ、危機時における人権制限の憲法的統制枠組み、「高度の公共の福

祉」を提示し、柔軟な憲法解釈ができることを目的としている。これは、危機管理学と憲法学の学

際的視点から「公共の福祉」概念を再構築する試みでもあり、危機管理を担う人材の不可欠の素養

である。

Ⅴ　おわりに

本稿では、危機管理学における憲法学の意義について、現行憲法の枠内で危機的状況に対応する

可能性を中心に検討してきた。危機管理学が目指す「危機管理パーソン」の育成には、法的知識と

危機対応能力の融合が不可欠であり、憲法学はその法的基盤として重要な位置を占める。特に、危

機的状況においては、国家による権力行使が人権や権利を制限する場面が生じるが、その正当化に

は憲法13条を中心とした「公共の福祉」の理解が求められる。平時の憲法解釈に基づく抑制的な

人権制限の考え方だけでは、危機的状況への対応が困難となる可能性があるため、「高度の公共の

福祉」という新たな視点から、平時とは異なるとの意識を持ちつつ、LRA原則および比例原則の

もと「必要性」と「時限性」を基準とした柔軟な憲法解釈が必要となる。ただ、公共の福祉はあら

ゆる国家行為の正当化に対して万能ではないという点に注意が必要である。そのため、本学部が目

指す教育には、「ヒューマニズム (人道主義 )」や「ダイバーシティ(多様性 )」といった倫理や規範

への意識が重視されている。

そして、危機対応においては、事後的に違憲審査が行われる可能性もあるため、対応する者（危

機管理パーソン）は憲法上の人権を深く理解し、適切な権力行使を行う能力が求められる。これ

は、単なる法令遵守にとどまらず、憲法の理念に基づいた判断力と倫理観を備えた人材の育成につ

ながる。

危機管理学における憲法学は、危機的状況においても憲法秩序を維持しつつ、国民の生命と安全

を守るための法的枠組みを構築する。今後の研究と教育においては、危機管理学における憲法学の
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位置づけをさらに深化させ、実践的かつ理論的な知見の蓄積を進めていく必要がある。危機管理学

において憲法学は根幹であり、現代国家の原則である法の支配に基づく危機管理の基礎に、憲法が

ある。憲法学は危機管理学を実践していくための法的な軸であり、危機管理学の理論を法的基盤と

して支える役割がある。
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